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１　ワクチン接種・検査・医療体制の強化

新型コロナウイルスワクチン接種体制強化事業 2,000,000

[340,000]

新型コロナウイルス感染症対策事業 4,332,664

[－]

[6,712,794]

社会福祉施設感染症対策チーム創設事業 35,187

[－]

　ワクチン接種の早期完了に向け、ワクチン接種に積極的に取り組む医療機関や市町を支
援します。

　　　　　　　　　　 接種を行う診療所に対する支援（４週間以上継続が条件）
　　　　　　　　　 　　　  ５０～　９９回／週　　　５００円／回
　　　　　　　　　 　　  １００～１４９回／週　２，０００円／回
　　　　　　　　　　　   　　１５０回以上／週　３，０００円／回
　　　　　　　     　一定規模の接種を行う病院等に対する支援
　　　　　　　　　　 （上記メニューとの重複不可）
　　　　　　　　　   　　５０～９９回／日　１００，０００円／日
　　　　　　　　　　   　１００回以上／日　２００，０００円／日
　　　　　　　　　   特別体制を組む病院に対する支援（４週間以上継続が条件）
　　　　　　　　　　   　５０回以上／日　医　　師　７，５５０円／人・時間
　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　看護師等　２，７６０円／人・時間
　　　　　　　   県によるワクチン接種の特設会場の増設

　　　　　　　　   　補　助　率　県１／２（市町１／２）
　　　　　　　　　   補助上限額　タクシー　　　　１，０００円／回
　　　　　　　　　　　　　　　　 路線バス　　　　　　１００円／回
　　　　　　　　　　　　　　　   シャトルバス　３０，０００円／日
　　財　　源　　 包括支援交付金　等

　福祉施設職員による「社会福祉施設感染症対策チーム」を本県独自に創設し、新型コロ
ナウイルス感染症の陽性者が発生した施設における初動時の感染対策・施設運営を支援し
ます。
　　事業内容　福祉施設職員で構成するチームの結成
　　　　　　　感染症に関する知識・技能を養成する研修の実施
　　　　　　　活動時に必要な資機材等の購入
　　財　　源　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金　等（国１０／１０）

（健康福祉部長寿福祉課、障がい福祉課、子ども家庭課）

予 算 額
［３年度５月現計］

（単位：千円）

（健康福祉部保健予防課、地域医療課）

　新型コロナウイルス感染症への対策として、検査・医療体制の強化を図ります。
　　事業内容　検査体制の強化
　　　　　　　　　医療機関における検査機器等の設備整備を支援
　　　　　　　　　検査費の公費負担
　　　　　　　医療体制の強化
　　　　　　　　     患者を受け入れる一般・重症病床の確保を支援
　　　　　　　　　　   　１床あたり５．２万円～４３．６万円／日
　　　　　　　   　　専門外来や入院病床の院内感染防止に必要な設備整備を支援

　　　　　　   　　　入院時の医療費の公費負担
　　財　　源　包括支援交付金　等

（健康福祉部保健予防課）

２年度２月補正
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介護職員負担軽減支援事業 9,601

[－]

[128,050]

中小企業者等事業継続支援金 945,000

[－]

福井県版持続化給付金 制度改正

［－］

[3,000,000]

　介護ロボット導入・通信環境整備を支援することで、利用者への接触時間の削減や、施
設の衛生管理・利用者の体調管理に要する時間の確保を図り、施設内における感染防止対
策を強化します。
　　事業内容　介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に係る経費を支援
　　　　　　　　　障がい福祉サービス
　　　　　　　　　　　補　助　率　県１０／１０
　　　　　　　　　　　補助上限額　介護ロボット
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入所施設　　　　２１０万円／施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループホーム　１５０万円／施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　１２０万円／施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＣＴ機器　　　　　１００万円／施設
　　　　　　　　　　　補 助 件 数　２３件→３２件
　　財　　源　障がい者総合支援事業費補助金　等（国１０／１０）

（健康福祉部障がい福祉課）

（産業労働部創業・経営課）

　福井県緊急事態宣言の発出等により、売上げが大きく減少した事業者の事業継続を支援
します。
　　支給対象者　令和３年１～５月のいずれか１月の売上げが前々年同月比５０％以上
　　　　　　　　減少した事業者
　　支　給　額　１０万円／件
　　財　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部創業・経営課）

２　感染症の影響を受けた事業者等への支援

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、経営改善等に前向きに取り組む事業
者を支援します。
　　事業内容　　 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年の年間売上げ
                 （給付金等を含む）が令和元年と比べ１０％以上減少した事業
　　　　　　　　 者に対する支援
                 　　支給額　１０万円／件

　　　　　　　　 ことがあり、経営改善等に取り組む意思を有する事業者に対する
　　　　　　　　 支援
                  　 支給額　１０万円／件

２年度２月補正

２年度２月補正
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新型コロナウイルス感染症対策緊急小口資金 299,693

[－]

福井県雇用維持緊急助成金 120,614

[247,097]

地域公共交通等運行継続特別支援事業 494,707

[－]

福井のアート支援事業 99,354

[－]

（地域戦略部交通まちづくり課、交流文化部観光誘客課）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、芸術文化活動を発表する機会が減少している
ため、プロ・アマ問わず芸術文化活動の発表機会を提供します。
　　事業内容　文化ホールにおいて、誰でも芸術文化活動を発表できる機会を提供
　　　　　　　プロアーティストによる演奏等イベントの開催
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部創業・経営課）

（産業労働部労働政策課）

　国の雇用調整助成金等に県独自の上乗せ助成を行うことにより、企業の雇用維持を応援
します。
　　補助対象者　国の雇用調整助成金等の支給決定を受けた中小企業事業所
　　　　　　　　（国の補助率が９／１０となる事業所に限る）
　　補　助　率　雇用調整助成金等支給決定額の１／１０
　　補助上限額　１００万円／事業所
　　対 象 期 間  令和３年５～６月→５～７月に延長
　　財　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　新型コロナウイルスの感染拡大や県の緊急事態宣言により経営が悪化した事業者でも金
融機関等から融資を受けやすい小口の融資メニューを創設します。
　　対　象　者　令和３年１～５月のいずれか１月の売上げが前々年同月比５０％以上
　　　　　　　　減少しており、既存の融資制度での借入れが困難な事業者
　　融　資　枠　１２億円
　　融資限度額　２００万円
　　融 資 期 間　７年以内（据置１年以内）
　　保証料補給　全額補給
　　財　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部文化・スポーツ局文化課）

　新型コロナウイルスの感染拡大により、経営に大きな影響が生じている地域鉄道・路線
バス事業者等を支援します。
　　補助内容　　 鉄道・路線バスの運行継続にかかる経費
　　　　　　　　 　　補　助　率　県１０／１０

　　　　　　　　 　　補　助　額　２０万円／台
　　　　　　　　 タクシー事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　　　　 補　助　額　　５万円／台

　　　　　　　     　補助対象者　令和３年４～６月の売上げが前々年の同期と比べ
                                 ５０％以上減少した事業者
　　　　　　　　　 　補　助　額　貸切バス　１０万円／台
　　　　　　　　　　　　　　　　 運転代行　　２万円／台
　　財　　源　　 地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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街なかスポーツ支援事業 24,897

[－]

サテライトオフィス整備支援事業 45,000

[－]

水田作付転換緊急拡大支援事業 100,000

［－］

[100,000]

３　県内消費の再喚起

デジタルバウチャーを活用した消費喚起事業 346,178

[－]

[300,000]

(産業労働部企業誘致課)

（交流文化部文化・スポーツ局スポーツ課）

　県民応援チーム「ＦＵＫＵＩＲＡＹＳ」が実施するスポーツイベントへの支援を通じ、
県民がスポーツに触れる機会を創出し、活動の促進を図ります。
　　事業内容　「ＦＵＫＵＩＲＡＹＳ」の交流活動（街なかスポーツイベント）を支援
              　　補　助　率　県１０／１０
　　　　　　　　　補助上限額　７５万円／回
　　　　　　　「ＦＵＫＵＩＲＡＹＳ」による新型コロナウイルス感染防止
　　　　　　　キャンペーンを支援
　　　　　　　　　補　助　率　県１０／１０
　　　　　　　　　補助上限額　５０万円／チーム
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　県内の小売・サービス業店舗で利用できるデジタルバウチャー（「ふく割」）を発行
し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている業種の消費を誘発・喚起します。
　　事業内容　　 デジタルバウチャーを活用した消費喚起キャンペーン

　　　　　　　　 加発行（衣料、眼鏡、地酒、伝統工芸、小規模店　等）

　　実施主体　　 ふくいデジタルバウチャー推進協議会
　　　　　　 　　　（県、商工会連合会、商工会議所連合会によるコンソーシアム）
　　財　　源 　　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　県外企業の利用が見込まれるサテライトオフィスを整備する事業者に対し、市町と連携
して支援することにより、感染拡大を契機に地方分散型の勤務を進める企業のオフィス誘
致を推進します。
　　補助対象者　サテライトオフィスを運営する事業者
　　補　助　率　県１／４、市町１／４
　　補助上限額　２，２５０万円／施設
　　財　　　源　地方創生テレワーク交付金　等

　水田を活用し、麦、大豆の作付を拡大する生産者の所得確保と主食用米からの着実な作
付転換を支援します。
　　事業内容　生産性向上に必要な機械導入を支援
　　財　　源　麦・大豆収益性・生産性向上プロジェクト（国１０／１０）

（農林水産部福井米戦略課）

(産業労働部産業政策課)

２年度２月補正

２年度２月補正
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福井県版ＧｏＴｏイート飲食店応援キャンペーン事業 制度改正

[－]

[250,000]

ＧｏＴｏショッピング消費喚起キャンペーン事業 116,340

［－］

県内観光促進事業 制度改正

[3,084,684]

[600,000]

「ふく育」応援事業 104,596

[－]

[19,690]

Go To Sports＆Culture（Go To スポカル）事業 53,690

[－]

（健康福祉部子ども家庭課）

　子育てを社会全体で応援する機運の醸成を加速させるため、「ふく割」と連携した消費
喚起キャンペーンの実施により、「ふくいの子育て応援団」参加企業の増加を図ります。

　　期　　間　   令和３年１０月１日～１０月３１日
　　財　　源　   地方創生臨時交付金（国１０／１０）

  県内の宿泊事業者や旅行会社等を支援するため、夏シーズンに合わせて、宿泊旅行割引
の上限額拡大キャンペーンを実施し、県内観光を促進します。

　　　　　　　　   　割引上限額　５千円 → １万円
    　　　　　　　　 対 象 期 間　令和３年７月１日～８月３１日
　　　　　　　　　　　　　　　　 （８月６日～８月１５日を除く）

　県民応援チーム「ＦＵＫＵＩＲＡＹＳ」の試合や文化イベントの観覧者に対して、デジ
タルバウチャー（「ふく割」）を発行することにより、県民のスポーツ・文化イベントの
観覧を促進します。
　　事業内容　デジタルバウチャーを活用したスポーツ・文化イベント観覧キャンペーン
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部文化・スポーツ局スポーツ課）

　イベント業者と商店街・商業施設が連携して実施する消費喚起キャンペーンを支援しま
す。
　　事業内容  商店街や商業施設と連携した消費喚起につながるイベント等の開催
　　　　　　　　　福井駅周辺枠　　　　　　１，５００万円
　　　　　　　　　各地の商店街・商業施設枠　　５００万円
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　食事券の発行・利用に必要な経費を支援することにより、ＧｏＴｏＥａｔキャンペーン
の事業期間を延長します。
    事業内容　１セット６，０００円分の食事券を５，０００円で販売
　　販売期間　１１月１５日まで延長
　　利用期間　１２月１５日まで延長
　　実施主体　福井県ＧｏＴｏＥａｔキャンペーン実行委員会

（交流文化部観光誘客課）

（産業労働部創業・経営課）

(産業労働部産業政策課)

２年度２月補正

２年度２月補正

２年度２月補正
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県産食材を活用したマスク会食推進キャンペーン事業 202,326

［－］

241,694

［－］

４　生活に困窮されている方への支援

生活福祉資金貸付事業 400,000

　
[600,000]

[1,400,000]

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業 15,000

　
[－]

　新型コロナウイルス感染症の影響による休業、失業等のため収入が減少する方に対し、
受付期間を延長し、資金貸付を実施します。（貸付原資の積み増し）
　　事業内容　緊急小口資金
　　　　　　　　　最大２０万円
　　　　　　　総合支援資金
　　　　　　　　　単身世帯　　　１月あたり最大１５万円
　　　　　　　　　２人以上世帯　１月あたり最大２０万円
　　　　　　　緊急小口資金、総合支援資金ともに無利子、保証人不要
　　　　　　　申請の受付期間を令和３年６月末から８月末まで延長
　　実施主体　福井県社会福祉協議会
　　財　　源　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国１０／１０）

（健康福祉部地域福祉課）

　新型コロナウイルス感染症による日常生活への影響の長期化により、生活に困窮してい
る世帯に対して給付金を支給します。
　　対象世帯　総合支援資金の借入額が限度額に達しており、一定の要件を満たす世帯
　　支 給 額　単身世帯　　　１月あたり　６万円
　　　　　　　２人世帯　　　１月あたり　８万円
　　　　　　　３人以上世帯　１月あたり１０万円
　　支給期間　最大３か月
　　財　　源　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（国１０／１０）

（健康福祉部地域福祉課）

　　　　　（農林水産部福井米戦略課、
　　　　　　中山間農業・畜産課、水産課）

　マスク会食推進店等に対し、「いちほまれ」等の県産食材の提供や購入費用の支援を行
い、消費喚起を図るとともに、マスク会食を推進します。
　　事業内容　「いちほまれ」キャンペーンを実施するマスク会食推進店等に対し、
　　　　　　　「いちほまれ」を提供
　　　　　　　地酒やブランド魚キャンペーンを実施するマスク会食推進店に対し、
　　　　　　　ふくいの地酒やブランド魚の購入費用を支援
　　　　　　　　　補助率　県１／２
　　　　　　　県内宿泊施設に修学旅行生の食事用として「いちほまれ」を提供
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（地域戦略部市町協働課）

　デジタル社会の基盤であるマイナンバーカードの取得を促進するとともに、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により落ち込んでいる県産品の消費を下支えするため、カードを新
規に取得される方に対し県産品を特典として進呈します。
　  対 象 者　令和３年５月１日から１２月３１日までにマイナンバーカードを申請し、
　　　　　　　令和４年２月２８日までに交付を受けた方
　　特　　典　県産品２，０００円相当
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

マイナンバーカード取得促進キャンペーン事業

２年度２月補正
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５　令和３年１月大雪を踏まえた対応

除雪オペレータ育成支援事業 25,800

[－]

除雪状況「見える化」促進事業 22,836

[－]

道路状況確認カメラの増設 75,520

[－]

10,110,697

（土木部道路保全課）

　除雪機械の運転を行う際に必要な免許取得および技能講習に係る費用を支援することに
より、持続可能な除雪体制や冬期間の安全安心な道路交通を確保します。
　　事 業 内 容　県の除雪機械の運転に必要な免許取得および技能講習に係る経費を支援
　　補助対象者　年齢４９歳以下、普通自動車免許所持者
　　補　助　率　県１／２
　　補助上限額　２５万円／人

（土木部道路保全課）

　降雪期における除雪状況や道路情報を公表し「見える化」を促進するとともに、市町に
対して除雪状況の把握にかかる費用を支援することにより、県・市町間の除雪作業の効率
化を図ります。
　　事業内容  「みち情報ネットふくい」における以下の情報の公表
　　　　　　　　　除雪車の走行軌跡、最重点除雪路線、消雪路線、渋滞情報
　　　　　　　市町の除雪機械へのＧＰＳ端末導入等に対する支援
　　　　　　　　　補助率　県１／２
　　財　　源　緊急防災・減災事業債

（土木部道路保全課）

６月補正予算対応　計

　インターチェンジへのアクセス道路等に道路状況確認カメラを設置し、降雪期の道路状
況や除雪状況など県民に提供する情報を充実します。
　　事業内容　道路状況確認カメラの設置（４０台増（１６１台→２０１台））
　　財　　源　緊急防災・減災事業債
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・ワクチン接種相談センターの夜間運営 9,478

・ワクチン接種対策班の体制強化 3,078

12,556

新型コロナウイルス感染症対策予備費（３年度）による対応

新型コロナウイルス感染症対策予備費（３年度）対応　計
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